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研究実績の概要 
 

本年度の研究では、主にイギリスにおける連立政

権下の教育の「市場化」の現状について、主にアカ

デミー校の現状、フリースクールの現状、および「市

場化」政策と学校評価制度の関係について調査・研

究を進めた。教育省や教育水準局の政策文書の分析、

報道資料の収集のほか、2013年3月に渡英し、現地で

の調査と資料収集を行った。 

 

１ イギリス公立学校における市場化の状況 

 キャメロン首相は、2010年総選挙の際の保守党マ

ニフェストで公約したとおり、公立学校におけるア

カデミーの拡大政策を推進するとともに、新たな公

設民営学校「フリースクール」を導入した。「タイム

ズ教育版」の2012年5月4日付によれば、イングラン

ドでは2012年4月までに1776のアカデミーが開校し

ている。そのうち355校（うち中学校300）は労働党

政権下で開設された「オリジナルモデル」のアカデ

ミーである。残る1421校は、連立政権下で新たに転

換してアカデミーとなったものである。さらに、1838

校のアカデミー化の申請が通っている。また、フリー

スクールについては、2012年7月20日のタイムズ教育

版によれば、102校のフリースクールが2013年9月か

ら開校することを許可されたこと、そのうち40は小

学校、28が中学校であるということである。 

 

 

 

 

2 ハックニー区におけるアカデミー校の現状 

 ロンドン北部のハックニー地区では、労働党政権

時代から教育困難校を中心にアカデミー化が進行し

ている。2013年3月に、以下の学校へ訪問し、それぞ

れの経営体、教育内容、教育パフォーマンスなどに

ついて調査を行った。いずれの学校も、カラフルで

ポストモダン調の建物、運動場や体育館、ランチルー

ムなど充実した施設、規律正しい生徒の様子が特徴

的であった。 

・SKINENER’S ACADEMY：ロンドンの金融街 

「シティ」を代表する企業 SKINNER'S 
COMPANY がスポンサーを務める11－19歳まで

の男女が通う学校で、ビジネス論や経営および

ICTに関する専門教育を行っている。 

・CITY ACADEMY OF HACKNEY：シティ地区

の自治体であるCity of London Corporationとオ

ランダに本拠を置く多国籍企業 KPMG が共同で

スポンサーを務める、11－19歳の男女が通う学校

で、ビジネス論と金融サービスについての専門教

育を行うことを特徴としている。2011年、2012年

の教育水準局による査察でも高い評価を受け、全

国的にも注目されるアカデミーの一つとなった。 

・MOSSBOUNE COMMUNITY ACADEMY：労

働党政権期に最も早い段階でアカデミー化された

学校。教育困難校から短期間に学力向上と高い規

律を持った学校に転換し、アカデミーの「成功」

を象徴する学校となっている。直近の教育水準局
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の評価でもほとんどがグレード1の評価を受けて

おり、そのパフォーマンスはしばしば報道される。

11－18歳の男女が通う学校で、ICTの専門教育を

行っている。現在の教育水準局長官マイケル・ウィ

ルショーは、アカデミー化された同校の校長を務

めていた。 

 

3 フリースクールの現状 

 ロンドン市内でも各地でフリースクールが開校さ

れているが、さしあたり以下の2校を対象に調査を継

続中である。 

・WEST LONDON FREE SCHOOL 
・ARK ATWOOD PRIMARY ACADEMY 
フリースクールの場合、アカデミーと異なり、既

存の施設を活用して新たに開校されることが多いの

で、小規模かつ質素な印象を受けた。フリースクー

ルは、保護者や地域住民などの発意によって学校の

設立の申請が行えるものであるが、フリースクール

の申請のうち6割は、教員など学校のスタッフによっ

て行われたものであると言われている。したがって、

それぞれのフリースクールの教育内容の編成や教員

の専門性形成がどのような形で行われているのかに

ついて、注目していきたい。 

 

４ 連立政権における学校評価制度の改革につい

て 

 教育水準局（OFSTED）の政策担当者への聞き取

り調査を行った。連立政権下での学校評価の改革に

つき、以下の内容について質問を提出し、考察を行っ

ている。①査察グレードの変化のねらいと実際の効

果。従来の査察では4段階評価の第3グレード

（satisfactory）が「及第」であったのに対し、改革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後は第2グレード（good）までを「及第」とし、そ

れ以下の場合は、より厳しい査察や改革の断行が迫

られるようになった。この改革が、どのような効果

を教育現場にもたらしているのか。②査察頻度の改

革と比例アプローチのねらいとその効果。①で言及

した4つのグレードの評価によって、以後の査察の頻

度を変える、あるいは高い評価の場合査察を免除す

る、というものである。これらの改革の現状と効果

について教育水準局の見解を確認し、引き続きデー

タの提供を依頼中である。 

 また、先述のように現在教育水準局の長官には、

ハックニー区のモズボーン・アカデミーで高い成功

を収めたとされるマイケル・ウィルショー氏が就任

している。このことに関連して、教育の市場化政策

と教育水準局の学校評価の関係について、質問を

行った。特にアカデミー校の教育におけるパフォー

マンスについて、教育水準局としては、教育政策に

関しては中立的な立場をとっているとしつつも、お

おむね良好な結果を示しているとの認識を示してい

る。 

 今後、新たな学校評価システムについてのデータ

の分析を通じて、これらの改革が教育現場にもたら

した影響を考察していく予定である。 
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